
























立してきたのであるO この点については、 C.シュミットが見事に定 式化して
いるように、 f19世紀の終わりごろまでは、 国際法と呼ばれていたものはヨー
ロッパ国際法と同じもの、 さらにいえば、 『ヨー ロッパ国際法』と同じものを
指していた」ことになる。 この世紀は、 匝11禁法の適用される空間を、 文明国の
法が支配する領域と判断し、 それ以外の領域を「非丈明困」としたことで、 そ







化」を憲法は想定 できるようになった。 したがって、 現在の憲法は、 自分たち
の団法体制から判断する国際化を、 それぞれの規範の中に取り込んでいるはず
である。 そこで以下の諸 点について、 順次言及していかなければならないであ
ろうO つまり、 「① 憲法の国際化を促している原因は一体いかなるものであ
る (あった) のか、 ② 憲法のいかなる内容が、 国際化されなければならない
のか。 ③ その内容は、 他者が多数で形成した住|際基準から、 どのよう な影響
を受けているのか、 ④ さらに、 憲法は自らの実体の -部を、 匡|際的なものに
委ね、 放棄する段階にまで到っているのかjの諸 点であるO
同際化は白己を基準にして他者との関係を与えるものであり、 そのかぎりで
「比較jの視点が必要になってくる。 学問として、 「比較法や比較憲法J が定
式化されるようになったその最初の契機の中には、 国益という科学目的以外の
ものが秘められていた。 スエズ運河が開通した記念すべき年の1869 年 に、 世界
にさきがけてフランスにおいて「比較法制協会J (Socié凶deLégislation Com 
par白) が設立された。 マックス・プランク研究所の前身である、 ウイルヘル
ム皇帝科学振興会 (K叫erWilhelm Institut für ausländisches und internation­
ales Privatrecht)が設。;されたのは1926年 であり、 この年 、 ドイツは国際連盟
に常1l.f1里事同として加入している。 日本の比較法研究は本格的には戦同期
(1937・ 比較法研究所)に生まれたが、 これも「産業殖産のため、 日本の法丈









法における理念形式 (イデアルテイプス) を定式化したものである。 そこで、









にするO 憲法と国際 (法) との関係を分類する点で参考になるのは、 以下の、
MゲツエヴイチによるものがあるO 彼はすでに1933年の段附で、 「憲法の国際
化J (Droit Constitutionnel International)という本を著し、 すでに法の歴史的
発展を考慮して、 国際法優位の法体系の一元論を提唱し、 そこで、「①国際法








る。 さらに、 完全に近時の出来事として、 アフガニスタンやイラク、 あるいは
独立後に作られることになるコソボの憲法の成立過程を眺めるとすれば、 そこ




し、 他の論者が本格的にとりあげない、 「対外権、 困籍、 そして軍事的協力」
の 3 点について芹及 することにするO
2 対外権
「対外権J (Auswärtige Gewalt)とは、 憲法 に規定された同家が、 国際的な
諸現象に向けて発信する権限の包括的な表現とされてきた。 つまりこの権限は
「対外政策の形成から執行にいたる会過程を含む、 対外事項に関する憲法上の
権限であり、 同時に国際法秩序にも服し、 その拘束を交けるものj、 とされ、
したがって、 凶内法と匝|際法の接点に位置するものとされてきた。 ド イツでの
ほとんどの基本書で 扱われるテーマであるが、 不思議にも、 日本の基本書にお








る。 彼の説明で は、 立法 権、 執行権と区別さ れ た、 「連合権J (federative 
power) ロックは名称には拘 らないとしている を白然的権力として認めて
いるc そこでは「公共の利託と安全を対外的に、 恩恵や損害を受けるかもしれ
ぬ相手との関係で処理すること」としている。 この対外的な問題を扱う「連合
権」 は、 国家内の問題である執行権と密接な関係にあるものとする。 両 者が異
















いるわけではない。 その主要な権限は「基本法32条、 59条1項. 2項、 73条I
項、 87条I項」にあり、 これは連邦権限とされている。 ほとんどの近代憲法と
同様にして、 ドイツ基本法も、 届際法の 舟芝原則を園内法の構成部分として認
め、 それらが法律に優位するとしている (基本法25条)。 さらに、 この基本法
では「高権を国際機関に委譲するJ (24条1項)とする特異 な規定 をもってい















本に長期の滞在経験のあるグレーベ(帰国後、 フライブルク大教授) が、 1977
年 のドイツ公法学者大会で発言しているところによれば、 日本国は食料、 エネ
ルギー その他の資源の点からもかなりな程度に国際化しているにもかかわらず
「憲法国家として、 とくにヨーロッパで、重視される地域統合、 同盟、 人権保障
の領域で遅 れが見 られる。 憲 法に は、 条約 と国際 法規の誠実道守 義務 が規定 さ
れているものの、 (報告者のトムシャットが表した) 国際協力を含む憲法的利
他主義を思わせる規定はみられないjと評している。「対外権jの専門家の視
点からして、 日 本の憲法規定された内容は物足らないように見 えたのであろ
うO この日本国憲法は改正 されずに今日 まで来 ているので、 この憲法 の同 際的
な側 面を概 括的 に 考 えてみ ることにする 。
グレー ベの指摘は、 憲法98条2項の規定内容の説明になるが、 彼の説 明は不




明確 に した 前文 と一 体なものと解し、 単 なる国際 法遵守義務を 規定




い。 対外権の行使を明確に規定したものとしては、 内閣の外交処理、 条約締結









同際法が優位することが、 通説 として確，'(されている。 主妥な人権条約を批准
する際に、 政府は同内法規との十分な整合性を整えていることが、 その仔IJ証と









らして、 この国籍の決定方式は、 国民が負わなければならない宿命 であること
が変わりなく続いている。 同際化が進展して、 人の向白移動がより自由になっ
たとしても、 その移動した者も身分証明としては旅券を帯同しなければならな
いからである。 「ヨー口ッパ市民J という身分はあるものの、 基本 は依然とし
て、 ドイツ人・ フランス人であることには変わりがない。 国籍は、 憲法の側か
ら恒l際化を阻むものなのであろうか。
日本 同憲法では、 国籍の決定方式を法律に委任し (10条)、 委任された国籍
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法は原則的には、 人の 生まれ}jを決定要因とする「属人主義」による同籍の決
定方式を規定しているO そのことによって、 円本 国内にいる日本 困籍をもたな
い者を「外国人jとし、 同時に、 国外にいる日本 国籍保有者をも日本 人とする
ことになるO 日本 国憲法における国籍問題は、 一方で「外国人]問題としてあ
り、 他方で、 国籍の自由選択を認めない保護主義に代表されるような論争的な
事項とL て展開されてきた。





まった日本政府の冷たい対rj�;が、 今日までこの問 題を引き伸ばL てきたことに
なるO 例えば、 公職の管理職に就任するためには、 最高裁の作り出した「当然
の法王早]に基づき、 少なくとも日本 同籍が必要とされるとする政策が依然とし
て継続している。 さらに、 市民権として承認されるべき、 「選挙権・被選挙権」
の制限、 社会保障の受給資格の制限は、 多元的な権利主体の是認を、 あたかも
排斥 しているものと考えることができょ う O これらの 定住外国人 にも、 他国に
見習って少なくとも地方参政権を認めるべきであるとし寸運動が展開され、 裁
判によっても争われている。最高裁判所は、 ム定の条件に適合する永住者につ
いては、 「法律をもって、 地方公共団体の長、 その議会の議員等に対する選挙
権を付与する措置を講ずることは、 憲法k禁止されているものではない」







び18歳以上の市民としており、 fむの向治体への影響は大きい。 ただし、 政府は
こうした傾向には批判的であり、 政府と白治体での昆解の相違が現れている。
他方で、 海外に民住している日本 人については、 明治憲法下では「外地法j
によって別個に規定されていたが、 現憲法下では同様に日本 国の国籍法と戸籍




の対応をしたことになるO 海外居住のH本 人は、 応、 日本 国の保護の下に生
活していることとなり、 その点で、 H本 の国籍法は「二重凶籍苫、 無回籍者j
が出ることを極端に警戒している。 憲法22条1項は「同籍離脱の円由」を規定
するが、 本 条は完全に本 人の17;思に基づく自由な国籍離脱の自由を認めてはい
ない。 相手同の同籍が条件となって、 日本国籍を失くすことができるにすぎな
い。 今日、 顕在化しているのは、 付本 同が未承認の同家の同籍取得の問題であ






にあるようであるO 中華民国の事例l土、 中|玉lとH本 の相虻の法が「凶籍唯一の
原則jを前提としており、 しかも、 中国・ 北京政府との関係で、 台湾は困家と
認められてはv>ない。 そこで、 台湾政府から出された「申請取得・ 中華民 国・




は、 すでに匝11禁法では一定の解決をえている領域問題であり、 とくに、 ヨー
ロッパでは日常的に生ずる問題であり、 各種の権利と義務の調整は吋能である
と思われるO 国籍法の柔軟な解釈によって、 :重国籍状態を無視することがで








の方向であり、 この内容を原則とするのは、 日本凶憲法 9 条と前丈、 そして国
連憲章 2条3項である。 第二に、 第一の方法の例外として、 市IJ限された形式で
はあるが武力行使が認められる場合があり、 その行為の正しい行使については
違法性が阻却される。 この範轄に入るのは、 以下の条文にあるO つまり、 それ
は、 閏連憲章51条が認める、 I ①個別的自衛権、 I ②集団的自衛権、 そし




H本同憲法 9 条との関係では、 a方では、 自衛隊の目的と存在意義が問題と
なり、 他方で、 日米安全保障条約に基づくアメリカ軍が日本に駐留している関
係で、 いかなる類型の安全保障のいずれに自衛隊は組みすることができるか
が、 非常に大きな問題としてあった。 政府の公式な見解によれば、 1-①はあ
70 
恒|際化の中の憲法
るが、 I ②は「保有するも、 行使できない」とL 、 Eに関しては、 安保条約
からくる制約として、 自衛隊には「日本国の施政の十にある領域J ( 5条)、 ア
メリカ軍 ( 駐留軍)には「極東における国際の平和及び安全の維持J( 6 条)、





もない、 複合的な性格をもったものである。 PKOはPKFと異にして、 非強制l
的なものであったが、 今は、 地域紛争介入型へと変貌している。 とくに、 同盟
国とされてきたアメリカ合衆凶からの要請に押されるような形で、 歴代のH本
政府は、 憲法はそのまま改止することなく、 新たな立j去をすることによって、
自衛隊の権限を拡 大する五向で進んできた。 冷戦という重い障答がとれた とこ
ろで、 軍隊は「間際紛争解決、 紛争後の停戦歌視・復興への寄号jという使命
をもつことになったο こうして「人道的に介入する」というスローガンの下
で、 こうした部隊は、 「国際的な困家テロ活動、 組織的犯罪行為への監視と介
入jという、 新たな課題に対処することになった。 こうした情動に金銭的にだ

















「武力攻撃事態法J (2003年) では、 「武力攻撃のおそれJまで対処できること
とし、 具体的には対北朝鮮に意欲的に対j，i:;、できる体 制を整えたことになるの こ
の ー連の立法の中がなされることによって、 白衛隊をf古轄する防衛庁が、 「防

















最後に国際経済ジャーナリストであるフリードマンの 本を紹介して、 この 報
告の まとめとするO 彼が描いた「レクサスとオリーブの 木J (1 999) という本
の中で、 現在の 国際化の流れが適切に読み取られていると思われ2 0「レクサ
スJ (トヨタの 自動車にも同名が付けられた)は、 変化する最高の 技術を表
し、 tu:界化・ 地球化の 流れを象徴しているO 他方で、「オリーブの 木」は伝統
を表す価値を象徴している。 この 両者は、 緊張関係をもってきたけれども、 こ
の 緊張関係を断ち切ってしまうことが、 誤った道へ進むことになることを、 著
者は警告している。 憲法も国際化の流れの なかで、 様々な価値を受け入れて変
化することになるが、 その場合のオリーブの木に相応するもの が一体何にある
の かを確認していく必要がある。 つまり、 国際化というファッションを身に着
ければ、 その憲法が直ちに国民にとって良いもの となるというわけにはいかな
いであろう。
日本国憲法も、 長い間改革・変動の中に置かれてきたが、 国際化の 方向を見
誤ることの ない見識が求められているO それは一言でいえば、 日本が「東アジ
アjの 中にいることを忘れてはならないことであり、 将来作られるであろう
[束アジア共同体jの 中で、 求められる日本同憲法の 姿を見つめていくことに
なるの ではないだろうか。 アセアンがこうした体制を築く基礎になるといわれ
ており、 1976年に締結された「東南アジアにおける友好協力条約J (TAC) に
おける「紛争の平和的解決J ( 4 章)こそが、 憲法 9条との 整合性をもって説
明できるといえようO アジアにおいて最終的に一つの「平和なハウス」が形成
されること、 これが現在の 日本の 憲法にとっての 真の 意味での 国際化であると
いうことになると思われる。
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